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本日のご説明

2009年5月26日

1. 京三製作所の概要

2. 2009年3月期 決算概況

3. 2010年3月期 見通し

4. 中期経営計画の検証・見直し
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京三製作所の概要

商 号
株式会社京三製作所

Kyosan Electric Mfg. Co., Ltd.

設 立 1917年（大正6年） 9月3日

本店所在地 横浜市鶴見区

資 本 金
6,270,300千円

（2009年3月31日現在）

従 業 員 数
1,712人（連結）

1,011人（個別）

■ 企業集団

子会社
連 結

京三精機、京三システム、

京三化工、京三金属工業、

京三エンジニアリングサービス、

京三電設工業、京三興業、

台湾京三

非連結 大阪整流器

持分法適用会社 日本インター（東証第1部）

信号システム事業
（パイロット事業）

電気機器事業

■事業セグメント
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信号システム事業

主要製品

■自動列車制御装置

■列車運行管理装置

■信号保安装置

■駅ホーム安全設備

■道路交通管制システム

■交通信号制御機

ＡＴＣ、ＡＴＳ、ＡＴＯ

ＣＴＣ、ＰＲＣ、ＴＴＣ

列車検知装置、電子連動装置、踏切保安装置

ホームドア、可動ステップ、カーテンセンサー

プロファイル信号制御システム

自立分散式新型制御機（アルテミス）

など

強み

① 鉄道信号の分野で常にトップの実績（シェア40％）

② 高度先進技術（高機能･高信頼性･先進性）で業界をリード

③ 社会的な関心が高まる中で、需要拡大する駅ホーム安全設備での

先行性およびトップの評価と実績
ホームドア（可動式ホーム柵）

主な納入先 ＪＲ各社、民鉄各社、各公営交通、各空港ビル、警察庁、警視庁、各警察本部 ほか

ＡＴＣ装置

列車運行指令室

事業概要（１）
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主要製品

■高周波発生（RF）電源装置

■大容量高周波直流電源装置

■電子ビーム（EB）電源装置

■誘導加熱電源装置

■通信設備用直流電源装置

強み

① 電力変換における3要素（大電力・高電圧・高周波）の融合を

実現する当社独自の技術

② 先進技術を駆使した高電圧高速制御を実現

③ コスト・スペース効率の両面に優れた電源装置を提供

太陽光パネル製造装置用電源

通信設備用直流電源

無停電電源装置（デジタルUPS）

主な納入先
各種装置メーカー（東京エレクトロンＡＴ、アルバックなど）、各携帯電話会社、

各電力会社、各鉄道会社、防衛省 ほか

液晶パネル製造装置用

太陽光パネル製造装置用

半導体製造装置用

ディスク・光学製造装置用

無停電電源装置（ＵＰＳ）

携帯電話基地局用

など

事業概要（２）

電気機器事業
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2009年3月期

決算概況

（第144期）
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損益計算書（連結）

2009年3月期の概況（１）

（単位：百万円）

07/3期 08/3期 09/3期 前期比

売 上 高 65,093 65,475 71,392 ＋ 9.0%

営 業 利 益
（営業利益率）

2,947
（4.5％）

3,197
（4.9％）

3,621
（5.1%）

＋13.3%

経 常 利 益
（経常利益率）

3,090
（4.7％）

2,729
（4.2％）

2,311
（3.2%）

▲15.3%

当期純利益
（当期純利益率）

1,746
（2.7％）

1,162
（1.8％）

628
（0.9%）

▲45.9%

売 上 高 前期実績を上回る…信号システム事業が牽引

経常利益・
当期純利益

持分法投資損失《1,320百万円》が利益を大幅に圧迫（個別は増益）

営 業 利 益 信号システム事業が採算性と事業量確保の両面で貢献

配 当 普通配当：10円

事業概況のポイント
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事業別概況（連結）

2009年3月期の概況（２）

（単位：百万円）

07/3期 08/3期 09/3期

売 上 高 65,093 65,475 71,392

信号システム事業
内部取引
消去

51,044
2,279

52,483
1,475

58,175
2,489

電気機器事業 16,329 14,467 15,706

営 業 利 益（利益率） 2,947（4.5％） 3,197（4.9％） 3,621（5.1%）

信号システム事業
管理部門
費用

3,724
2,385

5,133
2,443

5,620
2,670

電気機器事業 1,608 507 671

■ 鉄道関連は『ATC』『ATS』などの保安設備に加えて、運行管理装置などが引き続き好調で売上を牽引

■ さらに『ホーム安全設備』『案内装置』などの旅客サービス設備も堅調

■ 道路交通関連は厳しい市場環境下で低調に推移

信号システム事業

■ 主力の産業機器用電源装置では、一部『液晶パネル製造装置』用電源が第１四半期は比較的堅調なるも、
その後は市場が全体的に急落したことにより低迷

■ 拡大を見込んだ『太陽光パネル製造装置』用電源が市場の急落・停滞のため拡販に努めるも立ち上がらず

電気機器事業
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貸借対照表（連結）
（単位：百万円）

08/3期 09/3期 前期比

流動資産 54,682 59,526 4,844
現金及び預金 6,556 6,115 ▲441

売上債権（受取手形及び売掛金） 28,579 31,687 3,108

たな卸資産（製品、仕掛品、原材料、等） 18,355 20,330 1,975

固定資産 24,289 21,252 ▲3,037
投資有価証券 12,204 8,449 ▲3,755

資 産 合 計 78,972 80,779 1,807

負債 46,751 49,835 3,084
短期借入金 7,883 16,606 8,723

長期借入金 6,905 3,284 ▲3,621

純資産 32,220 30,943 ▲1,277

負債及び純資産合計 78,972 80,779 1,807

● 売上の期末集中により売上債権増加

● 受注残増加による たな卸資産増加

● 投資有価証券の縮小により資産合計圧縮

■ 期末の売上債権、たな卸資産の増加に伴い、
一時的に借入金が増加

■ 株価下落などによる投資有価証券評価額の
減少により純資産減少

2009年3月期の概況（３）
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キャッシュ・フロー計算書（連結）
（単位：百万円）

08/3期 09/3期 前期比

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,642 ▲3,362 ▲8,004

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲945 ▲759 186

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲2,220 4,456 6,676

現金及び現金同等物増減額 1,475 335 ▲1,140

営業活動によるキャッシュ・フローの大きなマイナスは一時的な現象 （翌月には……）

■ 営業活動では、売上案件の期末集中に伴う「売上債権増加」及び 期末仕掛り案件(受注残)の

増大に伴う「たな卸の増加」により マイナス

■ 投資活動では、「通常設備投資」に加えて「工場再整備投資の一部実行」により マイナス

（設備投資 1,155百万円、工場再整備投資 637百万円）

■ 財務活動では、「一時的な借入金増」により プラス。

2009年3月期の概況（４）
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今期の見通し

2010年3月期

（第145期）
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● 受注高は前期を下回るも、相当量の

受注残により一定の事業量は確保

● 売上高は前期比では減少するもほぼ

平年水準を確保
(信号システム事業の堅調は当分持続見通し)

● 生産効率の改善とコスト削減努力で

利益確保・利益率の改善にメド

● 持分法投資損失が減少し、経常利益･

純利益ともに改善

業績の見通し（連結）

2010年3月期の見通し（１）

09/3期 10/3期 前期比

受 注 高 74,530 60,000 ▲19.5%

売 上 高 71,392 63,500 ▲11.1%

営業利益
（営業利益率）

3,621
（5.1%）

3,300
（5.2%）

▲ 8.9%

経常利益
（経常利益率）

2,311
（3.2%）

2,400
（3.8%）

＋ 3.9%

当期純利益
（当期純利益率）

628
（0.9%）

900
（1.4%）

＋43.3%

（単位：百万円）

É JR東海 ATS-P地上装置
É JR東日本 ATS-P地上装置
É JR九州 九州新幹線信号設備
É JR東海 N700系ATC車上装置
É 京成電鉄 新ATS装置

É 京王電鉄 新ATC装置（車上演算式）
É 横浜市交通局 上永谷駅信号設備
É 中国鉄道部 信号保安装置（電子連動装置）
É 神戸製鋼所 韓国盤松線信号設備
◆ 三菱重工業 マイアミ空港関連施設APM

受注残高

約38,000百万円

設備投資額 1,792 3,700

減価償却費 1.246 1,300

研究開発費 1,349 1,800

ご参考

【主な受注残案件】
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事業別の業績見通し（連結）

09/3期 10/3期

売 上 高 71,392 63,500

信号システム事業
内部取引
消去

58,175
2,489

54,800
1,800

電気機器事業 15,706 10,500

営 業 利 益（利益率） 3,621（5.1%） 3,300（5.2%）

信号システム事業
管理部門
費用

5,620
2,670

5,400
2,500

電気機器事業 671 400

（単位：百万円）

「ATC・ATS」など

技術的優位性と顧客信頼度に立脚した

保安度向上システムの継続的開発と販売強化

需要が拡大・継続するホーム安全設備分野。
次世代製品投入など

先行性の加速による市場でのシェア拡大

鉄道の近代化意欲が旺盛なアジア・南米諸国や
全土の高速鉄道計画を打ち出した米国などを

ターゲットに積極的な営業展開

DVD、デジカメレンズなどの
「ディスク･光学機器製造装置」用電源市場での
高性能･低コスト製品の販売強化によるシェア拡大

景況回復時に急速に立ち上がる可能性のある分野。
その「半導体・液晶パネル製造装置」用電源における

新型RF・DC電源装置の技術開発強化

信号システム事業

景況回復に先立って需要の立ち上がりが予想される
「太陽光パネル製造装置」用電源の

製品開発･営業展開強化

電気機器事業

2010年3月期の見通し（２）



Copyright © Since 2009 Kyosan Electric Mfg Co., Ltd. All rights reserved. 13

中 期 経 営 計 画
（08/3 ～12/3期）

【第143～147期】

われわれは、高い志と豊かなビジョンの下で、人と地球を大事にしながら

社会の「安全性」ならびに「快適性」の向上に寄与するとともに
「先進の技術」と「高い品質」を通じて安全と安心を創造し、進化させ、

お客様の満足と信頼を揺るぎないものとして着実に成長する企業を目ざします。

08/3

12/3

09/3

10/3 11/3
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中期経営計画見直し（１）

マクロ環境認識

世界的金融不安 実体経済急落

検 証

■ 国内の鉄道信号市場の成熟化

■ 技術競争・価格競争の激化

■ 海外の交通インフラ近代化整備が活発化…鉄道復権

■ 安全性に対する社会的関心が高揚、持続

■ バリアフリー関連製品のニーズ拡大

■ 環境保護・省エネ意識の高まり

事業環境の変化にあわせて

中期経営計画を見直し

■ 景気連動性の高い電気機器事業における

市況の急落により成長シナリオに黄信号

■ 急激な円高進行と世界的景気後退のなかで、

海外事業の採算性リスク、対象案件先送り

リスク

■ 景気連動性の比較的緩い信号システム事業も

今後は一定の影響を想定すべき




